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大規模災害に備えて

災害対策用機械の操作訓練実施

四国は災害多発地域である上、近年、異常気象による大規模災害が各所
で発生しています。また、今後３０年以内に南海地震は６０％程度、東南
海地震は７０％程度の確率で発生すると評価されています。注）

必ず発生する大災害に備え、四国地方整備局 松山・大洲河川国道事務
所で保有している災害対策用機械や情報通信システムの操作訓練を重信川
河川敷で行います。

注）地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
の長期評価（算定基準日平成２４年１月１日）による

・実施年月日
平成２４年５月２９日（火）９：００～１２：００
※大雨等の場合は中止します。

・実施場所
「〈資料ー１〉操作訓練実施場所」参照
重信川河川敷〔松山自動車道高架橋付近〕

・訓練参加者
愛媛県内自治体職員、関連土木業者（維持業者）及び国土交通省職員

など７０名程度。

・訓練対象機械
「〈資料ー２〉災害対策用機械概要」参照

① 対策本部車 ⑤ 遠隔操縦バックホウ
② 待機支援車 ⑥ 衛星通信車
③ 標識車 ⑦ 衛星小型画像伝送装置
④ 照明車 ⑧ 災害対策用機械の各種搭載機器

関連ホームページURL：http://www.skr.mlit.go.jp/yongi/duties/center/center-f.html

平 成 ２ ４ 年 ５ 月 ２ ３ 日
国 土 交 通 省 四 国 地 方 整 備 局
松 山 河 川 国 道 事 務 所
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＜災害対策機械の操作訓練について＞

１．はじめに

四国地方整備局では、万一の災害に備えて災害対策用機械や情報通信システム

を保有していますが、それらの機器を災害発生時に迅速・円滑に操作・運用でき

る体制を維持すべく訓練を実施します。

本訓練は四国地方整備局管内を３ブロック（香川・徳島地区、愛媛地区、高知

地区）に分けて毎年実施しているもので、松山河川国道事務所は愛媛地区の事務

局をしています。

２．目 的

この操作訓練は、当地整が保有する機械・システム等を、職員や維持業者が緊

急時に自ら運転操作して対応ができるように、あるいは地方自治体が管理する施

設が被災した場合において、自治体職員自ら操作できるようにすることを目的と

して災害が多発する梅雨入り前に実施するものです。（平成９年度から毎年実施）

３．実施年月日・日程及び実施内容

平成２４年５月２９日（火）〔自治体職員、維持業者、国土交通省職員対象〕

９：００～ ９：０５ 開会の挨拶

９：０５～ ９：１０ 訓練の全体説明

９：１０～１１：４５ 実地操作訓練

１１：４５～１２：００ アンケート記入・閉会

４．実施場所（別図参照）

重信川河川敷（右岸側８ km 付近の松山自動車道橋梁付近）

５．訓練対象者

訓練には、愛媛県内自治体職員のほか、維持業者、国土交通省職員の災害時に

おける現地対応者等が参加します。

・自治体職員 ：災害対応の河川・道路技術系職員 １０名程度

・維持業者 ：災害対応の河川・道路維持業者 ２０名程度

・国土交通省職員：松山・大洲・野村・山鳥坂・松山港湾各事務所の

異常気象時に現場対応する職員等 ４０名程度



６．訓練内容

各々の災害対策用機械について、操作要領に基づいた設置・撤収や情報通信機器

等の接続・通信を行うとともに、主要機能や装備品の把握、操作・利用方法について、

数班に分かれて訓練を実施します。

７．対象機械

（災害対策用機械）

①対策本部車 １台（松山河川国道保有）

②待機支援車 ２台（松山河川国道、大洲河川国道保有）

③標識車 ２台（松山河川国道、大洲河川国道保有）

④照明車 ２台（松山河川国道保有）

⑤遠隔操縦バックホウ １台（四国技術事務所）

（情報通信システム）

⑥衛星通信車 １台（松山河川国道保有）

⑦衛星小型画像伝送装置 ４台（松山河川国道、大洲河川国道、山鳥坂

ダム、野村ダム保有）

⑧災害対策機械の各種搭載機器 １式

写真－１ 災害対策用機械の操作訓練実施状況（平成２３年度）



操作訓練実施場所 〈資料ー１〉

操作訓練実施場所

５月２９日（火）

松山市街



＜資料－２＞　災害対策用機械概要








